
Title 北海道の農業部門の供給制約が及ぼすインパクト : 仮説的抽出法によるアプローチ

Author(s) 平出, 渉; 相浦, 宣徳; 阿部, 秀明

Citation フロンティア農業経済研究, 25(1-2), 78-86

Issue Date 2023-04-30

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/98522

Type journal article

File Information 25(1-2)_10_Hiraide.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



Ⅰ　はじめに

大規模地震や台風・豪雨等の災害発生時には、
生産停止や物流網の停滞が起こり、産業間・地域
間のサプライチェーンの供給制約が経済活動に大
きなインパクトを与える。特に農業部門において
は、農産物の生産からエンドユーザーである飲食
店や消費者までの間にいくつもの産業を経由して
おり、原料となる農作物の供給制約が他産業に与
える影響が大きい。

産業連関分析を用いて災害時の供給制約による
間接的被害を分析した研究としては、岡田他 [7]､
下田他 [9]、徳井他 [10] などがある。また､ 仮説
的抽出法を推計手法として用いた研究としては、

輸入途絶による国内経済への経済的影響を分析し
た株田 [3] や、中部圏 9 県を対象に各県産業の重
要性を分析した（公財）中部圏社会経済研究所 [4]
などがあるが、北海道の農業部門の供給制約に焦
点を当て、仮説的抽出法を用いて分析している研
究事例は見当たらない。

本稿では、北海道の農業部門において供給制約
が発生した場合の経済的影響を、地域間産業連関
表と仮説的抽出法により推計するとともに、災害
発生時の被害推計や事前シミュレーション手法、
政策評価のベンチマークとして有効か否かを考察
する。併せて、ケーススタディとして 2016 年北
海道豪雨災害がもたらした間接的被害を推計し、
通常の産業連関モデルと仮説的抽出法の推計値を
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比較することで、分析の有効性を考察する。

Ⅱ　産業連関分析による供給制約の推計

1. 産業連関分析
産業連関表は、一定期間において財・サービス

が各産業部門間でどのように生産され、販売され
たかについて、行列の形で一覧表にとりまとめた
ものであり、これを活用して各種施策の経済影響
評価に用いることができる。

ベーシックな産業連関分析は、ある産業部門に
おいて最終需要額の変化（増加あるいは減少）が
起こったとき、それに対応して変化する他の産業
部門の生産額を推計するものである。ここで推計
されるのは、需要側の産業部門（川下産業）の
需要変化に対する供給側の産業部門（川上産業）
の生産額の変化であり、これを「後方連関効果

（Backward Linkage）」と呼ぶ。
後方連関効果の均衡産出高モデルにおいては、

投入係数行列 𝐴（中間投入額を当該産業部門の各
列の生産額で除した係数。原材料等の費用構成比
を示したもの）が組み込まれており、最終需要額
𝐹 が変化した場合（𝛥𝐹）に、その原材料（𝐴𝛥𝐹）
が追加需要として発生し、さらにその原材料

（𝐴𝛥𝐹）を生産するための原材料（𝐴2𝛥𝐹、𝐴3𝛥𝐹...）
と連鎖的に生産が波及する。

一般的な競争輸入型産業連関表の横のバランス

式 𝑋=𝐴𝑋+𝐹+𝐸 − 𝑀 を解くと、
𝑋=[𝐼 −（𝐼 − 𝑀）𝐴] − 1[（𝐼 − 𝑀）𝐹+𝐸]  （2.1）

が 求 ま り、 こ の う ち [𝐼 −（𝐼 − 𝑀）𝐴] − 1 を
Leontief 逆行列と呼ぶ。ここで、X は生産額（列
ベクトル）、I は単位行列、A は投入係数行列、F
は地域最終需要額（列ベクトル）、E は輸出（列
ベクトル）、M は輸入行列である。

一方、供給側の産業部門（川上産業）の生産
額の変化が需要側の産業部門（川下産業）の生
産額に与える効果を「前方連関効果（Forward 
Linkage）｣ と呼ぶ。

前方連関効果においては産出係数行列 B（各要
素から輸入品を取り除いた上で、中間需要額を当
該産業部門の各行の生産額で除した係数。原材料
等の販路構成比を示したもの）を考慮することに
なり、産業連関表の縦のバランス式 𝑋=𝐵𝑋+𝑉 を
解くと、

𝑋=𝑉（𝐼 − 𝐵）− 1                           （2.2）
が求まり、このうち（𝐼 − 𝐵）− 1 を Ghosh 逆行列
と呼ぶ（Ghosh[2]）注 1）。ここで、𝑉 は付加価値額

（行ベクトル）である。

2. 仮説的抽出法
以上の後方連関効果、前方連関効果を踏まえ、

本稿では仮説的抽出法により、北海道の農業部門
が全国経済に与える影響額や、原料となる農作物
の供給制約による影響額を推計する。

図 1　農業部門を中心とした前方連関効果と後方連関効果のイメージ
出所：筆者作成。
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Ⅲ�　仮説的抽出法による北海道の農業部
門が全国経済に与える影響額の推計

1. 分析に使用する産業連関表
経済産業省「平成 17 年地域間産業連関表」注 3）

を用いて、仮説的抽出法に基づき、北海道の農業
部門を抽出、つまり北海道の農業部門が生産・供
給をすべて停止して他部門との中間財・最終需要
部門との取引を一切行わなくなるケースを想定す
る。具体的には、北海道の農業部門を抽出した場
合の産業別生産額と、抽出しない場合（＝平常時
の経済）の産業別生産額を比較し、その差（減少
分）を北海道の農業部門が全国経済に与える影響
額として推計する。

さて、「平成 17 年地域間産業連関表」は、経済
産業省ホームページにより 12・29・53 部門表が
公表されているが、農業部門は林業・水産業を含
む「農林水産業」としてまとめられている。そこ
で本研究では、農業部門を詳細に分析する目的か
ら、29 部門表をベースとして、全国 9 地域の地
域産業連関表・公表用基本分類（行部門 404 ×列
部門 350）を用いて「農林水産業」を「水稲」「豆
類」「野菜」「食用工芸作物」「非食用耕種作物」「酪
農」「畜産」「農業サービス」の農業 8 部門と「林
業・水産業」の計 9 部門に分割し、37 部門の全
国地域間表を分析用に加工した（表 1）。

2. 推計方法
本稿では、分析用 37 部門表を用い、仮説的抽

出法に基づき、農業部門から間接的に影響を受け
る後方連関・前方連関双方の影響額を推計する。
農業部門を抽出することは、後方連関においては
他の産業から中間財を全く購入しないこと、前方
連関においては他の産業へ全く中間財を販売しな
いことを、産業連関モデルの中で仮説的に表現す
ることを意味する。そのため、後方連関において
は北海道の農業部門に中間財を供給していた他産
業へ、前方連関においては北海道の農業部門から
中間財を購入していた他産業へ、それぞれ与える
影響額が推計されることになる。

「 仮 説 的 抽 出 法（Hypothetical Extraction 
Method）」とは、ある産業部門が経済から消滅し
たと想定したとき、経済の総生産額がどれだけ変
化するかということを数量的に評価する手法であ
る（Schultz[8]、Miller and Blair[6]）。基本的な考
え方としては、ある産業部門を抽出（生産・供給
能力がゼロと仮定し、当該行・列の中間投入額を
基本取引表から削除）したとき、抽出された部門
を除いた残りの部門で構成される産業連関モデル
と、抽出する前の産業連関モデルの差を、当該産
業部門が経済全体に与える影響額として推計する
ものである注 2）。

一方、岡田他 [7] や株田 [3] は、これらのモデル
に生産残存率を組み込んだ分析を行っている。す
なわち、生産能力をλ、被災率（生産減少率）を
d（0 ＜ d ＜ 1）とした場合、被災後の生産能力
はλ =（1-d）で表すことができる。λ =1（d=0）
は被災前の経済状態、λ =0（d=1）は生産能力
が 0 となった経済状態を示している。

本稿では、これらの先行研究を参考に、Ⅲ章で
北海道の農業部門が全国経済に与える影響額を推
計するため、当該産業部門の生産・供給能力をゼ
ロすなわちλ =0（d=1）として分析を行う。一方、
Ⅳ章では、台風被害による農業部門の影響額を推
計するため、2016 年北海道豪雨災害の際の被害
額を用いた生産残存率λ =（1-d）を用いて分析
する。
注 1）�Ghosh モデルは、地域間の完全代替性の仮

定を置いている点がモデル上の問題点とし
て指摘されている。岡田他 [7] は Ghosh モ
デルについて、「例えば A 産業が被災後に
川下への製品供給が止まった場合でも、B
産業による代替生産が可能とする完全代替
の仮定を導入しているため、非常に重要な
産業が壊滅的な被害を受けても、その影響
波及を過小評価するモデルとなっている」
と指摘している。

注 2）�Schultz[8]、Miller and Blair[6] における仮
説的抽出法の基本モデルについては、（公
財）中部圏社会経済研究所 [4] において詳
しく解説されている。
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て Leontief 逆行列 [𝐼 −（𝐴 − 𝑀̂ 𝐴∗）] − 1 を算出
する。

これに中間投入額の変化により減少した地域最
終需要額 𝐹 及び地域別最終需要額 𝐹 ∗ から成る最
終需要額（𝐹 − 𝑀̂𝐹 ∗+𝐸）を乗じると、北海道の
農業部門が抽出された場合の生産額 𝑋 が推計さ
れる注 4）。

この 𝑋 ともとの生産額 𝑋 の差である 𝛥𝑋 を、
北海道の農業部門による全国経済への影響額とす
る。

𝛥𝑋 ＝ 𝑋 − 𝑋
𝑋 ＝ [𝐼 −（𝐴 − 𝑀̂ 𝐴∗）] − 1（𝐹 − 𝑀̂ 𝐹 ∗+𝐸） 
𝑋 ＝ [𝐼 −（𝐴 − 𝑀̂𝐴∗）] − 1（𝐹 − 𝑀̂𝐹 ∗+𝐸）

2）前方連関効果
前方連関効果の基本モデルとなる Ghosh モデ

ルでは、生産額 𝑋（転置した行ベクトルを 𝑋′と
表示）は以下のように示される。

𝑋′＝ 𝑉 ′（𝐼 − 𝐵）− 1                     （3.2）
ここで、𝑉 は付加価値額（転置した行ベクトル

を 𝑉 ′と表示）、𝐵 は産出係数行列である。
仮説的抽出法に基づき、北海道の農業部門 8 部

1）後方連関効果
経済産業省が作成している地域間非競争移入・

競争輸入型の地域間産業連関表においては、生産
額 𝑋（列ベクトル）は以下のように示される。

 𝑋 ＝ [𝐼 −（𝐴 − 𝑀̂𝐴∗）] − 1（𝐹 − 𝑀̂ 𝐹 ∗+𝐸）  （3.1）
ここで、𝑋は生産額（列ベクトル）、𝐼は単位行列、

𝐴 は投入係数行列、𝐴 ＊は地域別投入係数行列、𝐹
は地域最終需要額（列ベクトル）、𝐹 ＊は地域別最
終需要額（列ベクトル）、𝐸 は輸出（列ベクトル）、
𝑀 は輸入行列、𝑀̂ は地域別輸入係数行列である。

このとき、地域を 𝑖=1,2 とおいた場合、

𝐴=[　]𝐴11　𝐴12

𝐴21　𝐴22

𝐹=[　]𝐹 11+𝐹 12

𝐹 21+𝐹 22

𝑀=[　]𝑀11　0
0　𝑀22

𝐴∗=[　]𝐴11　0
0　𝐴22

𝐹 ∗=[　]𝐹 11

𝐹 21

𝑀̂=𝑀/（𝐴∗𝑋+𝐹 ∗）

である。
仮説的抽出法に基づき、北海道の農業部門 8 部

門の中間投入額を抽出（当該産業部門の生産能力
をゼロと仮定し、当該行の中間投入額を基本取引
表から削除）した場合の投入係数行列 𝐴 を用い

表 1　農林水産業の部門分割

出所：経済産業省経済産業局（全国 9 地域）「平成 17 年地域産業連関表・公表用
基本分類（行 404 ×列 350 部門）」に基づき筆者作成。
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表 5　仮説的抽出法による主要な農業部門の影響額（前方連関効果）

注）経済産業省「平成 17 年地域間産業連関表（分析用 37 部門表）」に基づく分析結果。

表 2　仮説的抽出法による北海道農業部門の影響額（後方連関効果・前方連関効果）

注）経済産業省「平成 17 年地域間産業連関表（分析用 37 部門表）」に
基づく分析結果。

注）経済産業省「平成 17 年地域間産業連関表（分析用 37 部門表）」に基づく分析結果。

表 3　影響が大きい産業 上位 15 部門
（後方連関効果）

表 4　影響が大きい産業 上位 15 部門
（前方連関効果）
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後方連関効果は北海道内への影響が大であると
ともに、関東圏への波及プロセスが顕著に現れて
いる。一方、前方連関効果では北海道内への波及
もあるが、関東・近畿圏への波及も大である点が
指摘できる。

4. �推計結果－「水稲」「野菜」「酪農」「畜産」の
影響額－
同様の方法で、主要な農業部門である「水稲」「野

菜」「酪農」「畜産」部門の前方連関効果を仮説的
抽出法により推計した（表 5）。

水稲は前方連関効果 4,120 億円のうち北海道
1,437 億円（34.9％）、関東 1,304 億円（31.7％）、
近畿 585 億円（14.2％）、野菜は前方連関効果 1,482
億円のうち北海道 614 億円（41.4％）、関東 499
億円（33.6％）、近畿 171 億円（11.5％）となり、
北海道内への影響はもとより、関東・近畿等の大
都市圏への流通・消費面への波及が大きいことが
特徴的である。

一方、酪農は前方連関効果 3,848 億円のうち北
海道が 2,249 億円（58.5％）と多く、生乳加工な
ど北海道内での一次加工の割合の大きさを示すも
のとなっている。さらに、畜産は前方連関効果
3,284 億円のうち北海道 1,340 億円（40.8％）、関
東 883 億円（26.9％）となっており、北海道内へ
の影響はもとより、関東圏などの大都市圏への流
通・消費面への波及も大きいことが窺える。
注 3）�経済産業省「地域間産業連関表」は平成 17

年表を最後に作成が中止されており、デー
タ年次の古さという課題はあるものの、詳
細な一次統計に基づいて作成された精度の
高い産業連関表であること、産業部門の加
工のしやすさから、本研究で使用すること
とした。

注 4）�中間投入額又は中間需要額をゼロ（完全に
削除）もしくは減少させた場合、最終需要
額や生産額、付加価値額も連動して減少す
ることで新たな産業連関表ができるため、
産業連関表のバランスは維持される。

門の中間需要額を抽出（当該産業部門の供給能力
をゼロと仮定し、当該列の中間需要額を基本取引
表から削除）した場合の産出係数行列 𝐵 を用い
て Ghosh 逆行列（𝐼 − 𝐵）− 1 を算出する。これ
に付加価値額 𝑉 ′を乗じると、北海道の農業部門
が抽出された場合の生産額 𝑋 ′が推計される。こ
の 𝑋 ′ともとの生産額 𝑋′の差である 𝛥𝑋′を、北
海道の農業部門による全国経済への影響額とす
る。

𝛥𝑋′＝ 𝑋′− 𝑋′ 
𝑋′=𝑉 ′（𝐼 − 𝐵）− 1 
𝑋 ′=𝑉 ′（𝐼 − 𝐵）− 1

𝑠.𝑡. 𝑋′=𝐵𝑋′+𝑉 ′

3. 推計結果－北海道の農業部門の影響額－
「平成 17 年地域間産業連関表」における農業

部門の道内生産額は 1 兆 4,445 億円である。北海
道の農業部門を抽出した全国の生産減少額のうち
後方連関効果についてみると、北海道 4,903 億円

（55.4％）、関東 1,789 億円（20.2％）、東北 527 億
円（5.9％）、中部 460 億円（5.2％）の順となり、
北海道に影響が集中している（表 2）。

影響が大きい産業部門をみると、北海道の「飲
食料品」、「対事業所サービス」、「金融・保険・不
動産」、「商業」、「運輸」が上位 5 位を占めており、
農業部門の生産のために必要となる中間財を生産
し供給している北海道内の産業部門への影響が大
きい（表 3）。

一方、前方連関効果では、北海道 5,886 億円
（37.2％）の他、関東 4,747 億円（30.0％）、近畿 1,735
億 円（11.0 ％）、 九 州 1,078 億 円（6.8 ％）、 東 北
911 億円（5.8％）と、全国各地に影響が波及する（表
2）。影響が大きい産業部門をみると、北海道のみ
ならず全国の「飲食料品」、「対個人サービス」へ
の影響が大きく、食品製造業や外食産業等への波
及の大きさを示している（表 4）。

すなわち、北海道の農業部門の経済的影響は、
生産した農作物を販売（供給）する他の産業部門
に対し、より大きな波及をもたらす。その影響額
は、後方連関効果 8,855 億円に対し前方連関効果
1 兆 5,834 億円と約 2 倍の影響額となっている。
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入額に部門毎の生産残存率を乗じた投入係数行列
𝐴̃ を被災後の投入構造と仮定して Leontief 逆行列
[𝐼 −（𝐴̃ − 𝑀̂𝐴 ̃ ∗ ）] − 1 を算出する。

前述した仮説的抽出法に基づき、被災後の生産
額 𝑋̃ と、もとの生産額 𝑋 の差である 𝛥𝑋 を、農
産物被害により失われた生産減少額（後方連関効
果）とする。

4）仮説的抽出法による前方連関効果
3）と同様に、北海道の農業部門の中間需要額

に部門毎の生産残存率を乗じた産出係数行列 𝐵̃
を被災後の産出構造と仮定して Ghosh 逆行列（𝐼
− 𝐵̃ ）− 1 を算出する。前述した仮説的抽出法に
基づき、被災後の生産額 𝑋̃ と、もとの生産額 𝑋
の差である 𝛥𝑋 を、農産物被害により失われた生
産減少額（前方連関効果）とする。

3. �2016 年北海道豪雨災害の農業被害による間接
的被害の試算結果
農業部門の直接被害額（農産物被害額）263 億

円による全国経済への間接被害額は、後方連関効
果では、1）通常の産業連関モデルによる推計値
が 80 億円、3）仮説的抽出法による推計値が 179
億円と、仮説的抽出法を用いた推計値が 2.2 倍大
きくなった。一方、前方連関効果では、2）通常
の産業連関モデルによる推計値が 135 億円、4）
仮説的抽出法による推計値が 231 億円と、仮説的
抽出法を用いた推計値が 1.7 倍大きくなった（表
6）。

1）及び 2）の通常の産業連関モデルでは、産
業構造は被災前後でも変化しないと仮定している
ため、被災前の産業構造を前提とした直接的な生
産減・供給減による影響のみが推計される。これ
に対し、3）及び 4）の仮説的抽出法では、被災
により変化した産業構造が表現されているため、
直接的な生産減・供給減による影響に加え、産業
部門間の中間財の供給停止など産業構造の変化に
よる影響が推計される。

災害により工場等の生産拠点が稼働停止となっ
た場合、その期間が長期にわたったり被災地域が
広範囲に及ぶ際には、当該地域の産業構造が変化
するという仮定も現実的であろう。そのため、供

Ⅳ�　仮説的抽出法による農業被害の間接
的被害推計－2016年北海道豪雨災
害を例に－

1. 2016 年北海道豪雨災害の状況
2016 年（平成 28 年）8 月に発生した北海道豪

雨災害では、相次いで 4 つの台風（7 号、11 号、
9 号、10 号）が上陸・接近し、広範囲に河川氾濫
や土砂災害をもたらした。北海道豪雨災害による
農業被害は、被害面積 38,927ha、被害額 543 億円
と公表された。この 543 億円の内訳は、農作物被
害が全体の約半分である 263 億円、次いで農地・
農業用施設（用排水路など）で 220 億円である。

農作物被害は畑作物が大部分を占め、ばれい
しょ 119 億円、野菜 88 億円（内たまねぎ 27 億円、
スイートコーン 11 億円）となっている。地域別
では、十勝（300 億円）やオホーツク（121 億円）
など道東の畑作地帯の被害が大きくなっている

（国土交通省北海道開発局・北海道 [5]）。

2. 間接的被害額の試算方法
直接被害額を北海道豪雨災害による農作物被害

額 263 億円とした場合の間接的被害を試算する。
比較考察のため次の 4 パターンで試算を行う。

1）通常の産業連関モデルによる後方連関効果
農産物被害額 263 億円から中間需要額を差し引

いた最終需要減少額を後方連関モデルに投入し、
そこで推計された生産誘発額を、農産物被害によ
り失われた生産減少額（後方連関効果）とする。

2）通常の産業連関モデルによる前方連関効果
農産物被害額 263 億円による付加価値減少額を

前方連関モデルに投入し、そこで推計された生産
誘発額を、農産物被害により失われた生産減少額

（前方連関効果）とする。

3）仮説的抽出法による後方連関効果
農産物被害額 263 億円を北海道の農業部門の生

産減少額とした際の被災率（生産減少率）を算出
し、λ =（1-d）で示す生産残存率をモデルに組
み込む。具体的には、北海道の農業部門の中間投
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等により中間財の不足に対応すると考えられる。
したがって、中間財そのものの代替可能な財の自
給率や仕向率等をモデルに組込むことや、中間財
の地域間代替性を考慮したモデル化、さらには、
前方連関効果の全てを全国経済への間接的被害と
して計上することが適切かどうかなどについて、
今後の課題として検討する必要がある。

なお、政策評価のベンチマークとしての有効性
を高める上では、評価者である行政担当者の分析
のしやすさや、データ年次の最新性が課題となっ
ている地域産業連関表の作成が必要と考えられる
が、本稿では言及に留める。

以上のように、地域間産業連関モデルを利用す
る場合には、モデルの前提条件やその限界に留意
する必要があるが、前方連関効果・後方連関効果
ともに間接的な波及を定量的に把握することは、
間接的被害に対するリスク分析や政策評価を実施
する上で有意義であり、こうした分析が有効であ
ることが示唆された。
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